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は じ め に

我が国の建築市場における鉄骨建物の占める割合は他

国に比べて圧倒的に高い比率となっている（延べ床面積

で全体のおよそ30％が鉄骨構造）．これは，我が国が地

震国であり建物の耐震性確保のために鋼材が合理的な材

料であったことと構造設計者による耐震設計における創

意工夫とそのニーズに適した鋼材をメーカーが開発した

ことによるものと思われる．本稿では，我が国で使用さ

れている建築鉄骨用の鋼材について概要を紹介する．

建築構造用鋼材の種類（適用材料と製
造プロセス）

建築鉄骨において使用されている鋼材には，建築基準

法で指定されている JIS規格製品（表１参照）と国土交

通大臣による大臣認定を受けた鋼材（表２）がある．一

方，国内の建築鉄骨市場は，図１に示すように低層建築

の着工床面積が圧倒的に多く，10階建て以上の建築鉄骨

は全体の6％程度に過ぎない．このように，建築鉄骨市

場において大半を占める低層建築では，400N/mm2鋼材

あるいは490N/mm2鋼材が主に使用されており，鋼種と

しては SS, SM, SN鋼である．SS, SM鋼は，従来から建

築鉄骨に使用されてきた鋼材であるが，これらの鋼材の

JIS規格では規定している性能項目が少なく，我が国の

ように耐震設計が重要視される建築鉄骨では，構造設計

における塑性設計を実現するには不十分な規格であった．

これに対して，1994年に建築構造物の耐震設計に相応し

い鋼材として SN鋼が規格化された1)．SS, SM, SNの規

格項目を表３に比較して示す．SN鋼の具体的な規定項

目は，SS，SM鋼に対して，降伏点あるいは耐力の上限

値，引張強さに対する降伏点あるいは耐力の比（降伏比），

溶接性の指標となる炭素当量等を追加した規定となって

いる（具体的な規定値は表４参照）．

一方，JIS規格鋼材以外の国土交通大臣による大臣認

定を受けた鋼材には，高層建築物や超高層建築物を実現
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表1　指定建築材料の主な建築構造用鋼材（JIS）

表2　大臣認定を取得している主な建築構造用鋼材

図1　建築物の階数別延床面積の比率
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するために開発された高強度鋼（SA440 等）や板厚が

40mmを超える極厚材でも降伏点あるいは耐力が低下し

ない鋼材として TMCP鋼（耐力が 325,355N/mm2）があ

る．また，近年，建物の耐震性向上策として柱等の主要

部材を弾性に留める設計が増加しており，それに合理的

に対応した鋼材として，降伏比を緩和し（引張強度に対

して降伏点が高い），設計強度を高く設定できる鋼材が開

発されている．この降伏比緩和型の鋼材には，

400N/mm2級鋼，590N/mm2級鋼および 780N/mm2級鋼

（H-SA700）等がある．

このように建築鉄骨構造で使用されている鋼材には，

図２に示す様に，様々な強度の鋼材があり，適材適所で

使用されている．以下では，各種鋼材の中で，「溶接」性

能に関わる鋼材を対象として，その特徴と製造プロセス

を概説する．低降伏点鋼（LY 100, LY225）や耐火鋼等の

固有の性能を具備した鋼材も開発され使用されているが

ここでは割愛する．

2.1 400-490N/mm2級鋼材 [SN鋼1)]

建築構造用圧延鋼材として制定された SN鋼は，A, B,

C種により構成されている．溶接性に関わる性能として

は，A種は建築鉄骨の中でも小梁等のように耐震設計に

直接関係しない部材用として，SS400 をベースとして炭

素量の上限を0.24％と定めている．B種，C種は汎用的

な耐震部材として，５元素の成分量を定める（C, P, Sに

あっては厳しく定めている）とともに溶接性にかかわる

性能として炭素当量の上限を 400 N/mm 2鋼で 0.36，

490N/mm2鋼で 0.44と規定し（溶接割れ感受性組成 PCM

についても規定している），さらにシャルピー衝撃値につ

いても下限値を 27 J（0℃）として規定している．尚，C

種は B種の規定項目に加えて板厚方向の絞り値も規定し

ている鋼材である．これらの 400N/mm2鋼材あるいは

490N/mm2鋼材は何れも化学成分により性能を発現させ

ており as rollにて製造されている．

2.2 TMCP鋼材

建築構造物の大型化に伴い使用される鋼材の板厚が大

きくなるが，400-520N/mm2級鋼材の JIS規格では板厚が

40mmを超えると降伏点または耐力が低く規定されてお

り構造設計で使用する基準強度も低くなってしまい経済

的では無い．そこで，490-520N/mm2鋼材に関して 40mm

超の板厚でも耐力の低下が無い鋼材として，TMCP

（Thermo-Mechanical Control Process）による制御圧延

と制御冷却を併用して製造することにより結晶粒の微細

化と組織制御を行い低 Ceqで高強度と高靭性を確保でき

る鋼材が開発された．この鋼材は，例えば 490N/mm2級の

場合，Ceqは0.38％（板厚が 50mm以上の場合は0.40％）

と SN490B, C鋼よりも低い値で規定しており，極厚材で

ありながら溶接性施工性も良好である．この TMCPによ

る建築構造用厚板としては，490N/mm2鋼，520N/mm2

鋼に加えて，550N/mm2鋼も製造されている3，4)．

2.3 590N/mm2鋼材

鋼材の高強度化は様々な分野で求められ実用化されて
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図2　各種建築構造用鋼材の応力度-歪度の関係

表3　建築構造用鋼材の種類と性能項目

表4　各鋼材規格の比較（板厚25mmにおける規定）
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いるが，建築構造物では耐震性能の確保として地震エネ

ルギーを部材の塑性化により吸収するために，鋼材には

塑性変形性能が求められ，高強度鋼にあっても低 YR化

が必要であり通常の高強度鋼材を適用することはできな

い．高強度化と低 YR化の両立は製造技術上極めて難し

い課題であり，建築鉄骨用の鋼材としての必要性能を見

極めるために，日本鉄鋼協会における委員会や建設省に

よる総合技術開発プロジェクト等の委員会で検討が進め

られ，建築構造用鋼材として保有すべき性能が議論され

た上で設定され5)，それを達成する低 YR型の建築構造用

高性能 590N/mm2鋼材が1996年に開発された．この建築

構造用高性能 590N/mm2鋼材は，表5に示すように，低降

伏比，高靭性化，機械的性質のばらつきの最小化（耐力

の上下限値の幅が 100N/mm2）が達成されている．この

鋼材の製造プロセスは，その性能を発揮させるために，

３段熱処理（図３参照）が採用され圧延・熱処理工程で

の厳密な温度管理で製造されている．なお，本鋼材の溶

接性については，添加合金量が多く Ceq が 0.44％ と

490N/mm2鋼よりも若干高い値で規定されており，溶接

施工時において100℃の予熱が必要となることが溶接施

工指針6)に定められているが，その他の溶接性については

良好な性能を有している．

2.4 780N/mm2鋼材

建築物の高層化に対応してさらに高強度な鋼材として

780N/mm2級鋼材も開発されている．従来の他分野で使

用されている 780N/mm2級鋼材に対して建築構造材用途

として耐震性能を確保するために低 YR化を図っている

が，製造技術との兼ね合いで 590N/mm2鋼材における降

伏比である80％の上限規定よりは高い値として85％に設

定されている．ただし，鋼材の高強度化は，降伏比5％

の緩和に対応する構造設計における配慮が必要であり，

また，加工技術として特に溶接施工技術の高度化が必要

となり7)，現時点ではその利用は限られたものとなってい

るが今後の利用拡大が期待される．建築構造用

780N/mm2鋼の化学成分と機械的性質の規定値の一例を

表５に示す．

一方，建築構造物の耐震性を抜本的に改善し長寿命化

を狙った「新構造システム建築物の開発」が府省連携研

究開発プロジェクトとして平成16-20年度に取組まれ，そ

の中では「震度７クラスの地震でも建物の主要部材は弾

性挙動に納まり損傷を生じない」構造を目指し，適用す

る鋼材として 780N/mm2級の鋼材（H-SA700）が開発さ

れた8)．この鋼材は，これまでに述べてきた耐震安全性を

確保するために鋼材の塑性変形性能に期待するのではな

く，鋼材の弾性限を活用するもので，経済合理性を追求

する観点から従来の「合金元素添加+調質熱処理」による

製造法ではなく，「低合金＋TMCP」により高強度化を達

成した鋼材仕様となっている（表５に示す）9)．この研究

開発プロジェクトでは，H-SA700 鋼の溶接継手に関する

研究も進められたが，高強度鋼の溶接施工の難易度が高

くなる（溶接条件の一例を表６に示す）ことを避けて，

部材接合には高力ボルトを使用する接合部開発も進めら

れた．

鋼材の溶接性（材料の特性と溶接性）

建築鉄骨用鋼材はその利用形態の中で溶接接合は必要

不可欠な要求性能である．建築鉄骨では部材同士を接合

する方法として高力ボルト摩擦接合も併用されているが，

鋼材は溶接接合が容易であるからこそ幅広く利用されて

いるとも言える．建築鉄骨では，構造物の規模や部位に
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表5　建築構造用高強度鋼材の規格概要

図3　SA440 鋼の製造プロセスの模式図

表6　780 N/mm2級溶接材料を用いた H-SA700 の
一般的予熱温度（℃）
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より様々な溶接方法が採用されており，それぞれの部位

に応じて溶接施工性，溶接部品質が求められている．建

築鉄骨における主な溶接接合部位としては，柱部材同士

の接合部，柱-梁接合部，大型部材の組立溶接部等である．

3.1 柱-梁接合部

1) コラム-H構造

中低層建築で最も一般的な構造形式であるコラム-H構

造は，柱部材に冷間成形角形鋼管（BCP, BCR），梁部材

に圧延 H形鋼を使用する構造で，使用している鋼材は

400N/mm2鋼材あるいは 490N/mm2鋼材でその溶接施工

性は特に問題になるものではないが，柱梁接合部には図４

に示すように溶接接合が一箇所に集中していることが分

かる．H形鋼梁をコラム柱に接合するために，梁の上下

フランジ位置で柱部材にダイアフラムを挿入（柱切断後

にダイアフラムを溶接）し，それを介して柱部材と梁部

材を接合するものである．各方向からの梁サイズが異な

る場合は２枚ではなく３枚，４枚になる場合もある．柱

梁接合部は複雑であるとともに，骨組の中で地震時に最

も大きな力を受ける部位に相当しており，塑性設計を行

っている建築骨組では，例えば梁部材が塑性化する場合，

梁とダイアフラムの溶接接合部位は，梁部材の降伏耐力

を超えて破断に至るまでの性能が要求されることになる．

兵庫県南部地震では，この柱梁接合部で特に梁端におけ

る破断現象が数多く見られた10)ことからも，その要求性能

の高さを伺うことができる．

≪耐震建築溶接構造用圧延鋼材≫

中低層建築物に使用される鋼材は前述の通り 400～

490N/mm2級鋼材が主で，骨組内の溶接接合部は CO2半

自動溶接により組立てられることが一般的である．この

強度クラスの鋼材は Ceqで0.40％程度であり溶接施工上

の問題はないが，溶接金属の強度を確保するために，溶

接施工条件として入熱・パス間温度が制約されているこ

とは「設計」の項で述べられている通りである．ただし，

兵庫県南部地震後に（独）建築研究所，（社）日本鉄鋼連盟，

（社）日本溶接協会による委員会において，建築鉄骨の梁

端において脆性破断を防止するための研究が行われ，梁

フランジ端溶接部が脆性破断することを防止するための

性能として衝撃値の数値が示された11)．図５に示すように，

設計に関わる内容であるが，梁端の破断耐力係数

（Pmax/Pu）に応じて 0℃における鋼材の衝撃値として

70 Jもしくは 27 Jが性能要求値として設定された．この

研究成果を受けて，鋼材としては図６に示す溶接熱影響

部（HAZ：Heat Affected Zone）においても衝撃値を確

保する必要性が生じ，溶接入熱 40kJ/cm以下，溶接パス

間温度350℃以下の CO2半自動溶接施工の範囲で，熱影

響部の衝撃値が 27 Jあるいは 70 Jを確保可能か否かの目

安として，鋼材の化学成分から判定できる指標（マグ溶

接熱影響部靭性指標fHAZ）を導入し12)，この性能を規定

した鋼材規格が日本鉄鋼連盟製品規定「耐震建築溶接構

造用圧延鋼材（MDCR0001-2003）」として制定されてい

る．具体的には，マグ溶接熱影響部靭性指標 fHAZ＝C＋

Mn/8＋6(P＋S)＋12N－4Ti（mass%）（但し Ti 量が

0.005mas% 以下の場合は Ti 量を０とする）として，

vE(0℃)≧70 Jの場合：fHAZ≦0.58%，vE(0℃)≧27 Jの場

合：fHAZ≦0.63%を規定している．これらの規定は JISの

SN規格へオプション設定するものとしている．

2) 溶接４面箱型断面柱

建築鉄骨の大型構造物では，柱には４枚の鋼板を組立

てた部材が多用されている．この溶接４面箱型断面柱は，

冷間成形角形鋼管の製造サイズの上限（およそ 50mm）

を超えた部材サイズが主となり，板厚が 40mmを超えた

鋼板により組立てられることが多く，組立溶接時の施工

の高能率化ニーズは高く，大入熱による施工が行われて

いる．溶接の種類は，箱型断面を構成するための角溶接

では大入熱によるサブマージアーク溶接が適用されてお

り（図７参照），梁部材との接合部には梁フランジの位置

にダイアフラムを内蔵させており，その溶接にはエレク

トロスラグ溶接が適用されている（図８参照）．溶接４面

箱型断面を構成する４枚の鋼板の板厚は 40mmを超える

ため，角溶接は 1-2 パスの溶接施工となり，300-

400kJ/cm程度の大入熱溶接となる．また，内蔵ダイアフ

ラムの溶接では，梁フランジと同等あるいは1-2サイズ大
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図4　中低層建築鉄骨における柱-梁接合部の概要

図5　梁端溶接接合部の靭性と継手破断耐力比との関係

図6　溶接継手部の概要
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きな板厚として 40-60mm程度のダイアフラムを溶接す

るため，600kJ/cmを超える大入熱となる場合もある．こ

のような大入熱溶接については溶接金属の強度・靭性確

保が課題であると同時に母材である厚板の溶接熱影響部

に対する強度確保と靭性確保が重要な課題となる．

≪高 HAZ靭性鋼≫

建物の高層化により使用する鋼材の板厚が大きくなると，

前述の通り大入熱溶接が適用されることが多くなり，大

入熱溶接においても鋼材の溶接熱影響部の靭性が低下し

ない鋼材が求められる．鋼材の溶融線近傍の熱影響部は，

溶接時に鋼の溶融温度（1400℃以上）直前まで温度上昇し，

大入熱溶接時等では冷却に長時間を要する為に，鋼材の

組織が粗大化し耐震性能上特に重要な靱性が劣化する

（図９参照）．その改善方法にはγ粒の微細化や粒内組織

制御などがある．再現熱サイクル試験によりγ組織粒径

と0℃衝撃試験値との関係を調べた結果を図10に示すが，

結晶粒の大きさを200μ以下に制御することで，概ね 100 J

を確保できることが判る．このように大入熱溶接時にお

いても鋼材の熱影響部の靭性が大きく低下しない鋼材と

して490～590N/mm2クラスの鋼材が2001年頃に開発され

実用化されている13)．なお，この溶接４面箱型断面柱にお

いて内蔵されるダイアフラムの ESW溶接部に要求され

る性能（衝撃値）については，その溶接部の靭性値が低い

場合，その溶接部から柱のスキンプレート側に脆性的な

破壊が生じることが構造実験で確認されており14)，現在，

日本鉄鋼連盟にて必要とする衝撃特性値に関する研究が

進められており，今後その成果が公表される予定である．

3.2 柱部材の接合部

建築鉄骨における柱部材の接合は，工場溶接の場合は

大型組立ジグによる CO2半自動下向き溶接（あるいは溶

接ロボット）が用いられ，現場溶接の場合は CO2半自動

横向き溶接により施工される．現場での横向き溶接につ

いては，大入熱溶接ではなく比較的小入熱溶接施工とな

るため，鋼材に特別な性能が要求されるというよりも適

切な溶接材料の選定と多パス溶接となるため高い溶接技

量が必要となる施工部位である．また，柱部材には鉄骨

の建方用のピース（金物）が取り付けられる場合が多く，

短いビード長で小入熱溶接となり鋼材の高硬度化あるい

は形状的要因から破壊の起点となる危険性があるため，

溶接施工上の留意点として施工要領として最小ビード長

さを定めるなどを規定している．

終 わ り に

鋼材は元来溶接性に富む材料であり，鋼材の発展とと

もに適合する溶接材料が開発され，また，施工の高能率

化のために溶接施工法が開発されてきた．鉄骨構造を考

える場合，溶接接合技術は必要不可欠な技術であり，そ

の技術レベルが発展の鍵を握ると言っても過言ではない．

今後，鋼材の高強度化あるいは溶接施工のさらなる高能

率化を指向するとするならば，溶接技術の発展とそれに

応じた鋼材開発も必要となるが，建築鉄骨用の溶接とし

てより合理的な技術として確立するには，それを利用す

る構造設計者による要求性能と合わせて検討することが

肝要である．
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図9　熱影響部における靭性向上の概念

図10　HAZ 金属組織の大きさと衝撃値との関係

図7　箱型断面部材の角溶接とマクロ写真

図8　箱型断面部材のダイアフラム溶接とマクロ写真
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